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答   申  

 

 審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した特別児童扶養手

当等の支給に関する法律（以下「法」という。）に基づく特別児童扶

養手当支給停止処分に係る審査請求について、審査庁から諮問があっ

たので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本 件 審 査 請 求 の 趣 旨 は 、 東 京 都 知 事 （ 以 下 「 処 分 庁 」 と い

う。）が請求人に対し平成２９年１１月６日付けで行った、法１

１条１号の規定に基づく特別児童扶養手当支給停止処分について、

取消しを求めるというものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

  請求人は、おおむね次のとおり主張し、これらのことから本件

処分の取消しを求めている。  

  処分庁は、特別児童扶養手当の申請に必要な書類として、所定

の診断書を求めているにもかかわらず、診断書を作成してくれる

医療機関を紹介していない。請求人が診断書を作成してくれる医

療機関を見つけるのは不可能であるから、上記のことは受給認定

の仕組みの不備である。  

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求はいずれも理由がないから、行政不服審査法４５
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条２項により、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

平成３０年６月１１日  諮問  

平成３０年７月１７日  審議（第２３回第４部会）  

平成３０年８月１７日  審議（第２４回第４部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

 １  法令等の定め  

⑴  手当の支給要件  

国は、障害児の父又は母がその障害児を監護する場合は、そ

の父又は母に対し、手当を支給する（法３条１項）。  

ここにいう「障害児」とは、２０歳未満であって、障害等級

１級又は２級に該当する程度の障害の状態にある者をいう（法

２条１項及び５項。障害の状態については、法施行令１条３項

及び別表第３（別紙参照）に規定されている。）。  

⑵  受給資格、支給額並びに障害程度の認定及び再認定  

手 当 の 支 給 要 件 に 該 当 す る 者 （ 以 下 「 受 給 資 格 者 」 と い

う。）は、手当の支給を受けようとするときは、その受給資格

及び手当の額について、都道府県知事（地方自治法２５２条の

１９第１項の指定都市の区域内に住所を有する受給資格者につ

いては、当該指定市の長）の認定を受けなければならない（法

５条１項）。なお、上記⑴のとおり、法施行令別表第３におい

て各級の障害の状態を定められているが、さらに、障害の各種

別における障害程度の認定事務を実際に行うに当たってよるべ
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き基準として、認定要領等が定められている。  

障害の認定は、原則として診断書によって行うが（法施行規

則１条２号、認定要領２・⑷、「児童扶養手当法及び特別児童

扶養手当法における有期認定の取扱いについて」（昭和４２年

１２月１９日児発第７５６号厚生省児童家庭局長通知）３・⑵

・ (ウ )参照）、認定要領４・⑵及び同⑶によれば、障害児が療育

手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）

による療育手帳の交付を受けている場合において、当該手帳に

記載されている障害名および等級表による級別によって障害の

程度が令別表第３の各号のいずれかに該当することが明らかと

判定できる場合は、診断書を添付させることに代えて、特別児

童扶養手当認定請求書に手帳に記載されている障害名及び等級

表による級別並びに手帳番号を記入せしめ、これによって認定

しても差し支えないものであるとされ、障害の程度が「Ａ」と

記載されているときは、法施行令別表第３の障害等級１級に該

当するものとして認定して差し支えないとされている。  

⑶  書類提出命令に応じない場合の手当支給停止  

ア  都道府県知事又は指定市の長は、必要があると認めるとき

は、受給資格者に対して、受給資格の有無若しくは手当の額

の決定のために必要な事項に関する書類その他の物件を提出

すべきことを命じ、又は当該職員をしてこれらの事項に関し

受給資格者その他の関係者に質問させることができる（法３

６条１項）。  

当該命令又は質問に対し、受給資格者が、正当な理由なく

応じない場合、手当の全部又は一部を支給しないことができ

る（法１１条１号）。  

なお、ここにいう「正当な理由」とは、自然災害、火災の

ほか、急病、出産、死亡、交通事故等で物理的にみて不可能

な場合をいう（「特別児童扶養手当支給事務の手引＜平成２
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８年度版＞」２７ページ）。  

イ  再認定に係る診断書の提出期限が到来する受給資格者に対

しては、再認定月の概ね１か月前に法３６条１項の規定に基

づき文書をもってその提出を命ずることとされ、また、命令

したにもかかわらず正当な理由がなく指定した期限までに診

断書の提出がない者については、有期認定の終期の月の翌月

から手当を支給しない処分を行うこととされている（「特別

児童扶養手当等の支給に関する法律における有期認定の障害

認定診断書の取扱いについて」（平成２３年１月１１日付障

発０１１１第７号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企

画課長通知。以下「取扱通知」という。））。  

また、当該支給停止処分を行い、後日、診断書が提出され、

受給資格を満たしている場合は、その属する月の翌月からの

支給となるとされている（「特別児童扶養手当に関する疑義

について」（平成２３年１０月２０日付障企発１０２０第１

号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知。以

下「疑義通知」という。）第四・問１－答）。  

２  本件処分の検討  

⑴  手当支給の停止について  

ア  請求人は、処分庁から、平成２７年１０月５日付けで、認

定期限を平成２９年７月とする手当受給資格の有期認定更新

を受けたことが認められ、その認定期限の到来前である平成

２９年５月８日に、処分庁は、請求人に対し、同日付けの提

出命令通知（提出期限：平成２９年７月３１日）を、○○市

長を経由して交付したことが認められる。  

そして、請求人は、診断書の代わりとなる本件証明書を平

成２９年９月１９日付けで○○市に提出し、処分庁は、同月

２２日付けでそれら書類を収受したことが認められる。  

イ  以上の事実から、請求人は、処分庁からの提出命令に対し、
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その期限経過後に本件証明書を提出しているところ、期限ま

でに提出できなかったことにつき物理的に不可能であったな

どの正当な理由があったと判断するに足りる事実は認められ

ない。  

ウ  したがって、処分庁は、法１１条１号に基づき、請求人の

手当受給資格の認定期限経過後（平成２９年８月以降）にお

いて、請求人への手当支給を停止することができるものであ

る。  

⑵  手当支給の再開について  

ア  本児の生年月日は平成１５年９月９日であるから、直近の

認定日である平成２９年９月１４日時点で１４歳であり、法

２条１項に定める年齢に該当することが認められる。また、

本児に係る障害の程度は、療育手帳のＡ１に該当することが

認められるので、本児は、法施行令別表第３の障害等級１級

に該当する障害の状態にあると認定することができる。  

また、請求人は本児の父であり、本児につき監護・養育し

ていることが認められる。  

イ  以上の事実から、請求人は、平成２９年９月時点において、

法３条１項に規定する手当の支給要件を満たす者であるとい

える。  

ウ  そして、平成２９年９月１９日に、請求人は、処分庁に対

し、診断書の代わりとなる本件証明書を提出していることが

認められるのであるから、上記⑴により停止される手当の支

給は、同日の属する月の翌月である平成２９年１０月から再

開されることとなる（疑義通知第四・問１－答）。  

⑶  結論  

上記⑴及び⑵より、平成２９年８月及び９月の間、請求人へ

の手当支給を停止することを内容とした本件処分は、上記１の

法令等に従った適正なものであることが明らかであり、違法又
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は不当な点は認められない。  

３  請求人の主張について  

請求人は、上記第３のとおり、受給資格者に診断書の提出を命

じる受給認定制度の仕組みに不備がある旨主張している。  

再認定の際に診断書の提出を命じ、それに応じなければ手当支

給を停止する旨の取扱いは、取扱通知により定められているとこ

ろ（１・⑶・イ）、取扱通知は、地方自治法２４５条の９第１項

の規定に基づく、法定受託事務に係る処理基準であり、上記再認

定に際しての診断書の提出に係る取扱いは、処分庁が定期的に対

象児童の障害程度に変更がないことを確認することを目的として

おり、法の解釈及び運用指針として合理性を有するものであると

考えられる。  

したがって、本件処分は、法の趣旨に適合した合理的な処理基

準に従って行われたものであるから、請求人の主張は採用できな

い。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

   その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正

に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

松井多美雄、宗宮英俊、大橋真由美  

 

別紙（略）  


